
2 August/September 2020　　Volume 27　　Number 7

ＣNSCA JAPAN
Volume 27, Number 7, pages 2-10

特
集

feature

学校教育機関における
スポーツ傷害予防について

中村 浩也, Ph.D., 桃山学院教育大学人間教育学部 教授

1. はじめに
　独立行政法人日本スポーツ振興セン
ターの「学校管理下の災害（令和元年
版）」（6）をみると、平成 30（ 2018 ）年
度において災害共済給付を行なった負
傷・疾病の発生件数は 991,913 件と前
年度と比較して 40,000 件程度減少し
ている。この傾向は直近の 2 年で顕著
に表れており、少子化の影響で災害共
済給付の加入者数が一貫して減少して
いるにもかかわらず負傷・疾病の発生
件数が年々上昇していた平成元年以降
とは異なった様相を呈している。
　負傷・疾病の発生状況の詳細をみる
と、小学校では「休憩時間」に約半数が
発生しているが、中学校・高等学校
では「課外活動」に半数以上発生してお
り、そのほとんどが「体育的部活動」と
なっている。この傾向自体は従来と変
わっていないため、近年の学校管理下
の負傷・疾病の減少は、「体育的部活動」
の事故の減少によるものとみることが
できよう。「体育的部活動」における事
故の減少は学校安全からみて望ましい

傾向であるが、数値の低下を額面通り
喜んでよいのだろうか。
　筆者はこれまで学校管理下における
スポーツ傷害予防に向けた実践的研究
に携わってきたので、学校管理下にお
ける負傷・疾病件数の減少自体は好意
的に受け止めているが、その背景を鑑
みると教育学的な本質的課題は未だ十
分に解決されていないと感じている。

2. 学校の運動部活動における現状
　現在、学校の部活動に大きな変革の
波が押し寄せていることは周知の事実
である。学校の部活動は、これまで教
育課程上の位置づけの曖昧さから常に
議論の対象となってきたが、教職員や
保護者をはじめとする関係者の献身的
なサポートによって独自の発展を遂
げ、我が国のスポーツ振興を力強く支
えてきた。また、部活動をきっかけと
した他者との人間関係の構築過程にお
いて、自己肯定感や責任感、協調性等
の涵

かんよう

養が期待できるとして、その教育
的意義が広く認められてきた。一方、

全国各地で発生する体罰やハラスメン
ト、頻発するスポーツ事故は、運動部
活動における負の側面を抉

えぐ

り出し、幾
度となく社会問題化してきた。なかで
も2012 年 12 月に発生した大阪市立桜
宮高等学校バスケットボール部の事件
は、これまでの運動部活動の在り方を
根本的に捉え直す激烈な転換点にな
り、以後、体罰・暴力行為等を伴う指
導や勝利至上主義の考え方に基づく指
導の排除、豊かな人間性を育む教育活
動を行なうための様々な方策が自治体
レベルで策定されることになった。
　このような状況の下、スポーツ庁
は、平成 30 年 3 月に「運動部活動の在
り方に関する総合的なガイドライン」

（24）を策定し、生徒にとって望ましい
スポーツ環境を構築するという観点か
ら、「日本型学校教育」の意義を踏まえ
た運動部活動の在り方について言及す
るに至っている。なかでも特に注目さ
れているのが、「3 適切な休養日等の
設定」である。これまで部活動は、生
徒の自主的・自発的な参加により行な
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われていることを前提にしていたこと
から、練習頻度や回数等について具体
的な言及は公的にはされてこなかっ
た。しかし、この度のガイドラインで
は、以下のように示されている。

ア　運動部活動における休養日及び活
動時間については、成長期にある生
徒が、運動、食事、休養及び睡眠の
バランスのとれた生活を送ることが
できるよう、スポーツ医・科学の観
点からのジュニア期におけるスポー
ツ活動時間に関する研究も踏まえ、
以下を基準とする。
〇学期中は、週当たり 2 日以上の休
養日を設ける。（平日は少なくと
も 1 日、土曜日及び日曜日（以下
「週末」という。）は少なくとも 1 日
以上を休養日とする。週末に大会
参加等で活動した場合は、休養日
を他の日に振り替える。）
〇長期休業中の休養日の設定は、学
期中に準じた扱いを行う。また、
生徒が十分な休養を取ることがで
きるとともに、運動部活動以外に
も多様な活動を行うことができる
よう、ある程度長期の休養期間（オ
フシーズン）を設ける。
〇1 日の活動時間は、長くとも平日
では 2 時間程度、学校の休業日（学
期中の週末を含む）は 3 時間程度
とし、できるだけ短時間に、合理
的でかつ効率的・効果的な活動を
行う。

　このガイドラインは法的拘束力を伴
わないものの、全国の市区町村教育委
員会や学校法人等の学校の設置者お
よび学校に対して、速やかな改革に
取り組むよう求めている。実際、平
成 30 年 3 月の公示後、学校運動部の

「週休 2 日制」は全国に広がっており、

大阪府は平成 30 年 9 月に「大阪府運動
部活動の在り方に関する方針」（21）を
発表し、スポーツ庁が策定したガイド
ラインに則って、中学校では週 2 日以
上の休養日を設けることや、1 日の活
動時間を長くとも 2 時間程度（学校休
業日や週末は 3 時間程度）と定めてい
る。また高等学校においては、平日
は少なくとも 1 日、週末のうち少なく
とも 1 日を休養日とすることを基本と
し、年間で 104 日以上の休養日を設定
することとしている。
　これらの運動部活動の制限は、本ガ
イドラインの実施前後における負傷・
疾病件数の減少効果を如実に生み出し
ているようにみえる。当然のことだが、
運動部活動中の事故は運動部活動自体
がなければ発生しない。よって、近年
の減少傾向を数値のみを取り上げてス
ポーツ傷害予防が実現できたと結論づ
けるのは早急であるし、運動部活動の
縮小が教員の働き方改革の中で子ども
のかけがえのない学びを捨て去ってい
るのであれば、子どもの自尊感情やレ
ジリエンス等に新たな教育的課題を引
き起こす危険性が懸念されるのであ
る。

3. スポーツ傷害の発生要因について
　そもそも、スポーツ傷害の発生要因
はどのように捉えられてきたのであろ
うか。ここでは、スポーツ傷害の発生
要因に関する先行研究をいくつか紹介
する。

（1）スポーツ傷害発生の 2 要因
　スポーツ傷害の発生要因は、主に
内 的 要 因（internal personal factor）
と外的要因（external、 environmental 
factor）に分類されてきた（25）。内的要
因とは、スポーツを実践する個人に内
包する要因であり、形態や体力、心理、
既往歴、年齢、性別などである。外的
要因は、個人を取り巻く環境等に依存
した要因であり、天候や使用器具、路
面の状態、スポーツの種類やポジショ
ン、ルールなどである。しかし、Last

（13）は、スポーツ傷害と発生リスクの
両方に影響を与える、“F”の存在につ
いて言及している。Fとは第 3 の要因

（Factor）であり、スポーツ傷害と発生
リスクは、“F”によって動的な繋がり
を有し、それは互いに独立したもので
はなく（図 1 -b）、連続性を有するもの
であるとした（図 1 -a）。この提言は、
スポーツ傷害と発生リスクの因果関係
を明確にし、競技者が何らかの要因に
よってリスクを孕

はら

み、その結果として
スポーツ傷害が発生するという概念を
示している。
　スポーツ傷害の内的要因と外的要因
の分類は、人と人を取り巻く環境の相
互作用を社会的・予防医学的領域の分
類で用いられる「ストレス－能力モデ
ル」に基づいている（23）。この「ストレ
ス－能力モデル」では、「ストレス」は競
技者を取り巻く外的環境、つまり外的
要因として捉え、「能力」は個人に内包
する内的要因を指し、それぞれが互い

図 1　第 3 の発生要因“F”と傷害発生リスクの関係（文献 13 を改編して引用）
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にバランスを取る必要があるとしてい
る。このモデルでは、「ストレス」は外
的・環境的要因の変化によって抑制で
きるとしており、例えばスカッシュに
おけるアイガードの着用が眼の外傷を
予防したり（7）、バスケットボールに
おけるハイトップシューズとテーピン
グの併用が足関節捻挫の発生率を低下
させること（9）を示している。これら
の研究は、外的要因の変化がスポーツ
傷害の発生率を低下させる一方、受傷
回避に向けた内的要因の改善の必要性
を相対的に低下させないよう留意すべ
きであることを示している。

（2）スポーツ傷害の包括的因果モデル
　スポーツ傷害の発生要因を、内的要
因と外的要因に分類する一方で、実際
はこれらの 2 要因によって説明可能な
事例は稀である。現在のスポーツ傷害
は、リスク要因の複合的な相互作用に
よって発生することはもはや明白に
なっている（14）。
　Meeuwisseは、スポーツ傷害の発生
が、内的要因あるいは外的要因のどち
らかに限局できる事例は少なく、むし
ろ 2 つの要因が複雑に重なり合って発
生しているとし、これらの関係性につ
いて包括的因果モデルを提唱している

（28）。このモデルでは、もともとス
ポーツ傷害を引き起こす素因（年齢や
柔軟性、既往歴、体型）を有する競技
者（predisposed athlete）に外的要因が
重なることによって、より受傷しやす
い競技者になり（susceptible athlete）、
それが傷害の発生を誘引するとしてい
る。2007 年には同モデルを発展させ

（29）、内的要因や外的要因が複合的に
重なり、受傷しやすい状況下にあって
も、受傷する競技者としない競技者が
いるとし、また受傷から復帰した競技
者も受傷しなかった競技者も、スポー

ツ活動の参加中はこの包括的因果モデ
ルのサイクルに依存し、競技者は常に
スポーツ傷害の内的要因と外的要因を
孕
はら

んでいることを示している。
　Bahr&Krosshaugは、Meeuwisseの
傷害発生モデルを踏襲しながらも、内
的要因と外的要因の分類をさらに進
めた新たなモデルを提唱している（3） 

（図 2 ）。内的要因としては、年齢、性別、
体組成、健康状態（既往歴や関節弛緩
性等）、体力（筋力、パワー、最大酸素
摂取量、関節可動域等）、解剖学的要
因（骨配列、顆間距離等）、技術レベル

（種目特性や姿勢）に加え、心理的要因
（闘争心やモチベーション、認知等）を
挙げている。また外的要因として、ス
ポーツ要因（コーチやルール、審判等）、
装具（ヘルメットやプロテクター）、道
具（靴やスキー板）、環境（天候や湿度、
寒冷、床や地面の種類等）を挙げてい
る。これらの要因が重なり合った状況
下において、競技者自身や相手との関
係、各プレイ状況における体勢や肢位
などが影響して、スポーツ傷害の発生
に至るとしている。
　しかし、一方でYaffe（30）やBerngandi

（4）は、スポーツ参加者におけるスポー
ツ傷害の実数を挙げ、安全用具や指導
の改善、適切な身体づくりを実践して
いるにもかかわらずスポーツ傷害が増
加している現象について、単にスポー
ツ傷害の発生要因とされる内的要因や
外的要因をコントロールしても予防効
果は現れないことを指摘している。ま
た、特定の条件下において何度も受傷
してしまう事例や、生活環境の変化に
伴って受傷する事例など、従来のス
ポーツ傷害の発生要因では説明しきれ
ない事例が報告されている。このよう
に、1980 年代半ばまでの疫学的研究
を概観すると、医学的な内的要因や外
的要因について論究しているものが多
く（27）、スポーツ傷害の発生における
心理社会的、行動学的側面からはほと
んど研究されていないことが指摘され
るようになった（23）。

（3）スポーツ傷害発生の心理社会的要因
　スポーツ傷害発生における心理社
会 的 要 因 は、1988 年 にAndersen＆
Williams（1）が発表した「ストレスとス
ポーツ傷害モデル」によって理論化さ

図 2　Bahr＆Krosshaugによる包括的因果モデル（文献 3 を改編して引用）
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れ、その妥当性と有用性が実証され
ている（図 3 ）。この理論モデルは、心
理ストレスとスポーツ傷害の因果関係
を包括的にモデル化したものであり、

「ストレス－病気」、「ストレス－傷害」、
「ストレス－事故」の先行研究を発展さ
せて構築したものである。同モデル
は、生活変化、日常の苛立ち、既往歴
等が、心理的ストレスとして競技者に
影響を与え（ストレス反応）、その結果
スポーツ傷害を引き起こさせるという
ものである。心理的ストレスとスポー
ツ傷害にかかわる先行研究は、理論モ
デルに基づかず、かつ限られた人的・
状況的変数（要因）による研究であった
が、Andersen＆Williamsの モ デ ル は
スポーツ傷害の予測と予防に向けての
研究に幅広い理論的基礎と考察すべき
心理的要因を提示したものとして、多
くの研究者に受け入れられるきっかけ
となった。スポーツ傷害発生に至るま
での過程は、1）ストレス要因、2）スト
レッサ歴、3）パーソナリティー特性、
4）対処資源、5）介入の 5 つの側面から
説明している。特に対処資源において、
Billing&Moos（5）は、同じような高水
準のライフストレスを経験した者で
も、優れた対処資源を有する者は有し
ていない者と比較して健康問題に直面
することが少ないという、「ストレス－
疾患」のストレス緩衝効果を明らかに
している。対処資源がスポーツ傷害に
果たす役割に関する研究では、1）一般
的対処行動、2）心理的対処スキル、3）
ソーシャル・サポートの 3 つの要因と
スポーツ傷害との関係が議論されてい
る。その結果、対処資源には、1）スポー
ツ傷害発生を抑制する直接的効果と、
2）ストレッサ歴を緩衝する間接的効果
があることが証明されつつある。しか
し、測定尺度をはじめとする研究手法
が統一されていないことから、効果を

検証するための方法論について検討さ
れている（20）。

（4）スポーツ傷害発生の行動学的要因
　スポーツ傷害の発生とスポーツ行動
の関係は、「スポーツ行動モデル」とし
て、Backxら（2） やKok&Bourter（10）
によって示されている（図 4 ）。この理
論モデルは新しいものではなく、生態
学的モデルに基づく予防介入の必要性

について、様々な研究者によって議論
されてきた。サッカーにおける頭部外
傷の多くは、ヘディングでボール争い
をしている際の肘の不正使用によって
発生しているにもかかわらず、審判
も事実上黙認していた例においては、
サッカーの頭部外傷を抑制するため
に、2006 年のFIFAワールドカップか
ら競技者の行動を戒め、審判にも肘に
よる反則をより厳密にするよう指導し

図 3　スポーツ傷害発生と心理ストレスのモデル（文献 1 を改編して引用）

図 4　スポーツ行動の決定因子（文献 2、10 を改編して引用）
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たところ、2002 年のワールドカップ
では 25 件あった頭部外傷が、2006 年
には 13 件と劇的に低下した（22）。こ
の結果は、スポーツ傷害予防がスポー
ツ行動と密接に関与していることを示
している。
　スポーツ行動に影響を与える要因と
して、競技者自身の内的要因としての
体力要因や心理社会的要因などが、ま
た外的要因としての人的要因や物理的
要因が挙げられており、またスポーツ
行動の決定要因は、態度、社会的影響、
自己効力／障壁の 3 つに分類されてい
る。
　以上のとおりスポーツ傷害の発生要
因を俯瞰すると、我が国における学校
管理下のスポーツ傷害は、生徒の内的・
外的要因や心理社会的要因、行動学
的要因に関する研究成果のみならず、
2016 年から全国の学校で実施される
ことになった運動器検診が必ずしも教
員間の情報共有や連携を促していない
実態を鑑みても、十分な予防対策がと
られているとは言い難い。このような
事実を基に改めて近年の負傷・疾病の
減少傾向をみると、これまでのスポー
ツ傷害の主因が運動部活動の制度設計
自体にあったのではないかという疑念
を浮かび上がらせるのである。だから
こそ、今まさに学校教育に医科学的視
点を積極的に取り入れるとともに、学
校関係者が相互理解を深め、運動部活
動におけるスポーツ傷害予防を実践的
に進めていくことが重要なのである。

4. 新学習指導要領について
　前項でスポーツ傷害の発生要因につ
いて述べてきたが、学習指導要領にお
けるスポーツ活動中の事故防止の取り
扱いは、運動部活動が本格化する中学
校および高等学校において年々充実し
た内容に変化している。2021 年 4 月か

ら全面実施される中学校学習指導要領
の第 1 章総則において、生徒の安全・
安心に対する懸念に対して、安全に関
する指導の充実と生徒自身が心身の成
長発達について正しく理解する必要性
が示されている上、これらの教育活動
は保健体育科だけではなく、各教科や
道徳科および総合的な学習の時間など
も含めた学校の教育活動全体を通じて
行なうとともに、家庭や地域社会との
連携を図り、生涯を通じて健康・安全
で活力ある生活を送るために基礎が培
われることが強調されている（15）。ま
た、新学習指導要領における保健体育
科の目標は、生徒の「知識、技能」「思
考力、判断力、表現力等」「学びに向か
う力、人間性等」の観点を念頭に、以
下のように示されている（16）。

体育や保健の見方。考え方を働かせ、
課題を発見し、合理的な解決に向けた
学習過程を通して、心と体を一体とし
て捉え、生涯にわたって心身の健康を
保持増進し豊かなスポーツライフを実
現するための資質・能力を次のとおり
育成することを目指す。
（1）各種の運動の特性に応じた技能
等及び個人生活における健康・安
全について理解するとともに、基
本的な技能を身に付けるようにす
る。

（2）運動や健康についての自他の課
題を発見し、合理的な解決に向け
て思考し判断するとともに、他者
に伝える力を養う。

（3）生涯にわたって運動に親しむと
ともに健康の保持増進と体力の向
上を目指し、明るく豊かな生活を
営む態度を養う。

　この目標は、運動にかかわる一般原
則、技術の運動に伴う事故の防止等な

どを科学的に理解した上で、子どもの
発達段階を考慮して合理的に運動を計
画・実践・評価する能力の育成を目指
しており、これらを支える理論科目と
して、保健体育科の学習指導要領に

「体育理論」が導入されている。学校管
理下のスポーツ傷害を減らしていくた
めには、学習指導要領に示されている
とおり、「生きる力」の土台となる「た
くましく生きるための健康や体力」の
獲得、さらには生涯を通じて健康で安
全な生活を送るための基礎を培うこと
を主眼に、学校教育全般を通じた予防
教育を行なっていくことが肝要である
が、一方で理論的内容の理解が必ずし
もスポーツ傷害予防に向けた具体的行
動を起こすわけではないことは十分認
識しておくべきである。なぜなら、人
間はこれまでの個々の価値観や信念等
が行動に影響しており、この生物学的
事実を無視して、指導者が一方的に情
報を与えることに満足してしまって
は、重要な医科学的事実が伝わらない
ばかりか、場合によっては生徒の生き
る力の崩壊を引き起こしかねないから
である。なかでも、生徒の自発的・自
主的活動を掲げる運動部活動において
は、生徒が運動部活動を通じた様々な
経験を基に、自らの「物語」を紡いでい
ることを理解しなければ、生徒自身の
学びは誰かの借り物のような空疎なも
のになり、スポーツ傷害予防のみなら
ず教育本来の目標すら見失うであろう

（11,25）。生徒自身が自己理解を深め、
自己管理の確立と適切な予防行動を起
こすには、失敗を含めた相応の経験や
時間が絶対的に必要となることを運動
部活動に携わる者は常に念頭に置かな
ければならない。「健康の保持増進の
ための実践力の育成」を目標に掲げる
保健体育科教育においては、生徒が単
にスポーツ医科学の教養を深めるだけ
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でなく、個々の豊かな経験を基盤とし
て、どのような「物語」を紡いでいるか
に思いを寄せることが重要なのであ
る。
　中村（19）は、近代科学によって捉え
られた「現実」では、具体的現実は捉え
られないとして、「臨床の知」をモデル
化し、その意義や必要性について指摘
している。従来の「科学の知」は、客観
性・普遍性を重視するあまりに対象か
ら距離を置き、表面的な分析に留まる
危険がある一方、「臨床の知」は対象と
の相互作用との中で、主観的・共感的
に対象を理解しようとする知の在り方
としている。例えば、生徒自身が自分
の肩に痛みを感じる中、指導者や医療
従事者から休息やリハビリテーション
の必要性を諭されても、本当はその重
要性を理解しているにもかかわらず指
示に従わなかったり、無謀な復帰を試
みたりといった事例は教育現場やス
ポーツ現場で頻発している。その際、
科学的根拠を基に大所高所から指導す
ることで短期的には奏功するかもしれ
ないが、生徒自身が納得していなけれ
ば中長期的な行動変容には至ることは
ない。この「わかっているけど、でき
ない」という臨床的な事象が学びの本
質でもあり、人間理解における重要な
視点なのである。
　筆者はこれまで、学校教育機関にお
けるスポーツ傷害の管理と予防を主眼
とした実践活動の有効性について検討
を重ねてきたが、近年は専門的な予防
プログラム以外の手法として、部活動
における利他的行動に注目している。
　図 5（17）は、ある大学運動部の 12 ヵ
月にわたるスポーツ外傷と傷害の発生
率の推移を示したものである。この運
動部はシーズンごとにリーグ昇格を続
けていたが、この間、競技レベルが高
くなるに従い、突発的な捻挫や骨折等

の外傷発生率は上昇したものの、オー
バーユース等の障害の発生率は低下し
た。また、図 6（17）ではシーズンを通
じてスポーツ傷害は発生しているもの
の、重症化する外傷・障害は減少する
傾向が認められている。これらの事実
はチームにとって望ましい傾向であっ
たが、この間、特段の予防プログラム
を実施していたわけではない。ただ唯
一の異なる点は、献身的な学生トレー
ナーを指導者と競技者の間に介在させ
たことである。学生トレーナーは競技
者と同年代の若者であり、高度な医科
学的知識や技術を身に付けていたわけ
ではなかったが、日々の練習をともに
し、競技者の心身の状態を丁寧に記録
し、そのフィードバックを繰り返すな
か、ただ自分自身の無力と向き合って

いたにすぎない。この事例が示すこと
は、たとえ支援する者が高度な医科学
的実践力を身に付けていなくても、他
者への利他的行動や心身の不調に共感
的に理解する環境づくりが、競技者自
身の自己理解を助ける可能性を示唆
している点である。従来のスポーツ
現場における「指導者－競技者」の関係
は、支配的なヒエラルキーが形成され
ていることが多いが、このような環境
下では競技者自身が自己効力感を向上
させるようなエンパワメントが醸成さ
れにくい。一方、競技者と同じ視点に
立ったチームスタッフとのある種の

「フラット」な関係性の構築は、相互に
価値ある存在として認め合い、中長期
的なスポーツ傷害の発生頻度に影響を
与えうるのである。誤解のないように

図 5　シーズンごとのスポーツ外傷と障害の発生頻度（文献 17を改変して引用）

図 6　シーズンごとのスポーツ傷害の重症度（文献 17を改変して引用）
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† 傷害発生率は、1 人の選手が練習および試合に参加した 1000 時間当たりの
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傷害発生件数として示した。
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しておくが、これはスポーツ現場に高
度な専門家が必要でないということを
意味しているわけではない。非専門家
による医科学支援のリスクや限界点は
もちろん承知しているし、熟練した専
門家による予防プログラムの介入がス
ポーツ傷害の発生頻度を低下させる事
例は多数報告されている。
　しかし、学校教育機関におけるス
ポーツ傷害予防においては、生徒の発
達段階を念頭に、生徒の学びという視
点を失うべきではない。例えば、生徒
が何らかの不調や相談を訴えてきた
際、その解決に向けた効果的かつ具体
的な方法を思い浮かべたとしても安易
に指示したりせず、生徒と向き合い、
共感的・利他的な関係性を丁寧に築く
というアプローチの有用性について検
討する必要があろう。少し意地悪に聞
こえるかもしれないが、科学的根拠に
基づく仮説演繹的思考を用いることだ
けがその生徒を「正解」に導くわけでは
なく、彼らの成長の全体性と個別性を
前提にして個々の物語に耳を傾け、共
に「最適解」を探るという方法論も見直
されるべきであり、そこに新たな研究
領域としての臨床的・教育的なスポー
ツ医科学の可能性が見出されるのであ
る。

5. 大阪府立高等学校における実践例
　筆者は以上の考え方の基、2014年か
ら大阪府下の公立高等学校体育コース
で正規開講している通年科目「スポー
ツ概論」を学校教職員とともに運営し
ている。本授業は毎回授業内容に精通
した大学研究者や指導者がオムニバス
形式で担当するとともに、同校保健体
育科教諭および養護教諭も参画し、学
習指導上の連携を図っている。なお、

「スポーツ概論」は学習指導要領におけ
る体育科の理論教育としての中核をな

す学習領域である。授業内容は表 1 の
と お り で あ り、 週 1 回 100 分（ 1 時
限 50 分×2 ）、例年 40 ～ 50 時限程度
実施している。図 7 に本授業の教育効
果を示す。これは「スポーツ概論」を履
修した生徒を対象に、各授業内容にお
ける授業前後における理解度を 5 段階
の主観的評価で行なったものである

（18）。
　その結果、授業で扱ったすべての教
育内容において、授業前後に理解の有
意な向上が認められた。しかしながら、
体罰やいじめなどを教材として扱った

「スポーツ倫理」の理解は、授業前後と
も他の内容と比較して低値を示してお
り、特に授業前においては、「スポー
ツ傷害の予防と管理」「コンディショニ
ング」との間に有意な差が認められた
ことから、生徒は自身の競技パフォー
マンスを直接投影しやすい学習内容に
関心が高いことが明らかとなった。ま
た授業終了時点では、「コンディショ
ニング」「応急処置」との間に有意な差
が認められたことから、できたという

「実感」をもちやすい学習内容につい
て、理解度が高くなることが明らかと
なった。
　一方、「総合演習」では、1 年間の専

門的な学びを通じて感じた様々な臨床
的な疑問に対して、3 ～ 4 名でグルー
プをつくり、大学研究者らとゼミ形式
で課題に取り組むことで、スポーツ現
場の様々な事象の多くに「正解」が存在
しないことや、限られたリソースの中
で個々の「最適解」を見出すことの重要
性を学んでいる。
　現代の教育を俯瞰すると、グローバ
ル経済に対応可能な人材育成をテーマ
に、従来の「何を知っているか（知識型

表 1　「スポーツ概論」の授業内容（例）

１．スポーツ外傷・傷害の理解
・外科系疾患
・内科系疾患
・救急処置法
・テーピング、等

２．コンディショニング
・生理学
・心理学
・トレーニング
・競技力向上の戦略、等

３．スポーツ倫理
・生涯スポーツと健康
・スポーツと福祉
・体罰と暴力、いじめ、等

４．総合演習
・課題設定
・調査・研究
・成果発表会

図 7　授業前後における学習領域の理解度（文献 18 を改変して引用）

スポーツ傷害
の予防と管理

コンディ
ショニング

応急処置 スポーツ倫理 スポーツ心理

授業前

授業後

5 段階評価
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目標）」から「何ができるか（資質能力型
目標）」へと大きく変化しており、この
流れは高等学校の保健体育科教育にも
影響を与えている。ただ、学習成果と
しての具体的実感（何ができるように
なったか）が生徒の学ぶ姿勢の重要な
鍵になるものの、そこだけに焦点を当
てることには慎重になるべきであろ
う。前述の事例でも示している通り、
医科学的根拠に基づく実践を心掛けた
としても、スポーツ現場には決して単
純化できない個別の臨床的諸問題が存
在しており、その事実としっかり向き
合う姿勢こそが、今般の新学習指導要
領における「主体的・対話的で深い学
び」の本質である。
　よって、学校管理下のスポーツ傷害
予防には、単に生徒の理解度・満足度
の向上や「何ができるようになるか」を
追求することに留まらず、個々の豊か
なスポーツ経験を医科学的視点で捉え
直し、そのうえで改めて学習者自身の
臨床事例について他者とともに主観
的・共感的に向き合うことが求められ
るのである。

6. おわりに
　学校管理下におけるスポーツ傷害予
防は、医科学的根拠に基づく実践を基
盤にしつつも、最終的には生徒自身の
望ましい行動の選択、つまり、「学習
者自身がどのような行動ができるよう
になったらよいのか」を主眼とした教
育方法の開発が求められる。日本の学
校教育は、新型コロナウィルス感染症
によって長期休業や主要なスポーツ大
会の中止を余儀なくし、学校の存在意
義を含めた大きな曲がり角の真只中に
ある。しかし一方で、地域社会におけ
る様々な専門機関や施設等との連携を
通じた、21世紀社会にふさわしい「チー
ム学校」を構築する絶好の機会と捉え

ることもできる。さらに、「チーム学校」
を手掛かりに、社会に開かれた教育課
程の実現に向けたカリキュラムマネジ
メントもますます重要になってくるで
あろう。
　教育心理学者の梶田叡一は、今回の
学習指導要領改訂の主軸である「主体
的・対話的で深い学びの実現」の本質
を、「実感・納得・本音を大切にした
学び」として捉え、「学びの基盤となる
実感世界を拡げ、深め、耕していくた
めには、心身の諸機能が全体として参
画する種々の体験活動が非常に大切な
意味を持つ」、と述べている（12）。運
動部活動は心身諸機能の発達を促進さ
せる活動そのものである。運動部活動
に費やされる時間が縮小されようと
も、生徒が運動部活動の中で自身の心
と身体に正面から向き合い、内省を通
じて自己管理能力を開発していく過程
は、新学習指導要領が目指す教育の方
向性とも合致するものである。
　これからの運動部活動におけるス
ポーツ傷害予防で留意しなければなら
ないことは、臨床的諸問題に対して対
症療法的に介入するだけでなく、豊か
なスポーツ経験を基に主体的な学びと
自己理解を促し、確かな「生きる力」を
育んでいくことに収

しゅうれん

斂する。そのため
にも、今後も学校の学びから目を背け
ることなく、安全かつ効果的にスポー
ツが実施できる教育環境について粘り
強く検討を重ねていきたい。◆
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NSCAジャパン
公式チャンネル

S&Cコーチやパーソナルトレーナー、医療や栄養などの資格とCSCS/NSCA-CPTのWライセンスで活動しているなど、様々
なフィールドで活躍している方が、どのようにして現在のポジションにたどり着いたか、そのキャリアの積み重ねについてス
トレートにインタビューするシリーズです。

【現在公開中の方】
・日本卓球協会 男子ナショナルチーム
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